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は じ め に 

 

 

本 書 は 、 平 成 ２ ４ 年 １ 月 ２ ０ 日 に 実 施 し た 「 生 活 衛 生 関 係 営 業 経 営 実

態 調 査 」 の 調 査 結 果 を 中 心 に 、 興 行 場 営 業 （ 映 画 館 ） の 実 態 と 経 営 改 善

の 方 策 に つ い て 、 岡 崎 勝 男 中 小 企 業 診 断 士 が 執 筆 を 担 当 し ま し た 。  

本 方 策 が 興 行 場 営 業 （ 映 画 館 ） を 巡 る 諸 問 題 の 解 決 を 図 り 、 経 営 の 近

代 化 ･合 理 化 を 推 進 す る た め の 一 助 と な れ ば 幸 い で す 。  
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映画産業は昭和 30 年代にピークを迎えていた。入場者数は昭和 33 年に 1,127,452 千人で最

大を記録し、10 億人を超えたのは昭和 32 年から昭和 35 年にかけての 4 年間である。映画館の

減少の大きな要因は昭和 28 年から始まったテレビ局の開局が大きな原因と考えられる。全国で

のテレビ局の開局は昭和 40 年までに現在ある半数のテレビ局が開局している。また、レジャー

の多様化により入場客数は平成 8 年まで減少していったが、ショッピングモールに併設される

シネコンの登場により、入場客数、スクリーン数は増加した。しかし、平成 23 年 3 月 11 日に

発生した東日本大震災によって、興行場営業は大きな影響を受けた。平成 16 年から平成 23 年

の推移をみるとリーマンショックのあった平成 20 年は、入場人員、興行収入で減少があったが、

平成 22 年は平成 16 年と比べると入場人員が 2.5 ポイント、興行収入が 4.7 ポイント増加して

いた。しかし、平成 23 年は東日本大震災の影響が大きく、平成 16 年と比べると入場人員が 14.9

ポイント、興行収入が 14.1 ポイント減少している。 

 
興行場営業(映画館)の実態について平成 23 年度生活衛生関係営業経営実態調査がまとめら

れた。この調査結果を中心に映画興行界の現状をまとめることにする。 

「Ⅰ．興行場営業(映画館)の動向」は映画年鑑（時事映画通信社）、レジャー白書、などを参

考に、この業界の事業規模、市場規模、入場人員などを分析し、「Ⅱ．興行場営業(映画館)の現

状」は平成 23 年度生活衛生関係営業経営実態調査を基に分析を試みた。そして最後に「Ⅲ．興

行場営業(映画館)の経営改善の方策」として、今後の興行場営業の経営方針についてまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16 17 18 19 20 21 22 23
西暦 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

映画館数 2,825 2,962 3,062 3,221 3,359 3,396 3,412 3,339
入場人員(千人) 170,092 160,453 164,585 163,193 160,491 169,297 174,358 144,726
興行収入(百万円) 210,914 198,160 202,934 198,443 194,836 206,035 220,737 181,197
平均入場料金(円) 1,240 1,235 1,233 1,216 1,214 1,217 1,266 1,252
1人当たり入場回数 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.4 1.1

映画館数 100.0 104.8 108.4 114.0 118.9 120.2 120.8 118.2
入場人員(千人) 100.0 94.3 96.8 95.9 94.4 99.5 102.5 85.1
興行収入(百万円) 100.0 94.0 96.2 94.1 92.4 97.7 104.7 85.9
平均入場料金(円) 100.0 99.6 99.4 98.1 97.9 98.1 102.1 101.0
1人当たり入場回数 100.0 94.2 96.6 95.8 94.3 99.4 103.1 85.3

資料：映画年鑑2013版

実数

16年を
100とし
た比率

表-１　過去8年間（平成16年～23年）の映画館経営指数の推移
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I 興行場営業（映画館）の動向 

 

１．平成 23 年の事業規模 

 平成 23 年度の観客動員数、映画館数、封切本数を(表－2)に示している。平成 23 年度の興行

収入 181,197 百万円、年間１人当たり入場回数 1.143 回、年間 1 人当たり平均入場料 1,252 円、

年間公開本数 799 本であった。 

 

 

２．映画館数の推移 

2002 年（平成 14 年）からショッピングセンターやアウトレットモールの増加に伴い映画館数

は増加し続け、2006 年（平成 18 年）には 3000 館を超えた。その後 2010 年（平成 22 年）まで、

映画館数は着実に増えていた。しかし 2011 年は映画館数が 2010 年と比べて 73 館減少した。2002

年（平成 16 年）から 2010 年（平成 22 年）までの入場人員は増減を繰り返してきたが、2010 年

（平成 22 年）には 174,358 千人と平成となってから過去最高の人数を記録した。だが、2011 年

（平成 23 年）には前年と比べると約 3 千万人減少し 144,726 千人となった。東日本大震災によ

る電力不足の影響で上映時間が制限や、ショッピングモールの営業時間などにより、来客数が減

少したとみられる。 

  資料：映画年鑑 2013 版 

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

映画館数 2,635 2,681 2,825 2,962 3,062 3,221 3,359 3,396 3,412 3,339

入場人員(千人) 160,767 162,347 170,092 160,453 164,585 163,193 160,491 169,297 174,358 144,726
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図ー１ 映画館数と入場人員数

表-２　平成23年度映画興行界の実態
全国地区別映画館数

邦画専用 洋画専用 邦洋混映 計 181,197百万円
関東 36 60 1,543 1,639
中部 13 2 452 467 1.143回
関西 24 11 706 741
九州 13 5 321 339 1,252円
北海道 4 -          118 122
沖縄 1 2 28 31 ＊公開本数 計 799
計 91 80 3,168 3,339 (洋画) 358
割合 2.7% 2.4% 94.9% 100.0% (邦画) 441
資料：映画年鑑2013版

＊興行収入合計
館数 その他データ

地区

＊年間1人当たり入場回数

＊平均入場料金
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Ⅱ 興行場営業（映画館）の現状 

１．興行場営業の特性 

（１）経営主体の構成割合 

① 営業形態 

図－３ 営業形態別施設割合及び営業形態別経営主体の施設構成割合 

 

営業形態別では「シネコン」が 54.1％と最も多く、次いで「単独館」が 29.3％となってい

る。営業形態別の経営主体割合で「単独館」は「株式会社」が 70.8％で最も多く、次いで「有

限会社」の 11.1％となっている。「シネコン」は「株式会社」が 99.2％でほとんどを占めて

いる。「ミニシアター」は「株式会社」が 75.8％で最も多く、次いで「有限会社」の 12.1％

となっている。 

 

② 店舗の形態 

図－４ 店舗の形態別施設割合及び店舗の形態別経営主体の施設構成割合 

 

店舗の形態別では「支店」が 57.7％と最も多く、次いで「単独店」が 39.0％となっている。

店舗の形態別の経営主体割合で「単独店」は「株式会社」が 71.9％で最も多く、次いで「有

限会社」の 10.4％となっている。「本店（支店あり）」は「株式会社」が 85.7％で最も多く、

次いで「有限会社」の 14.3％となっている。「支店」に至っては「株式会社」が 98.6％を占

めている。 
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④ 立地条件 

図－１１ 立地条件別施設割合及び立地条件別営業形態の施設構成割合 

 

立地条件別の営業形態割合で「商業地区」は「単独館」が 53.6％で最も多く、次いで「ミ

ニシアター」の 23.6％となっている。「複合施設内」は「シネコン」が 86.1％で最も多く、

次いで「単独館」が 6.5％となっている。「商業地区」「住宅地区」で「単独館」が多く、「複

合施設内」「郊外の幹線道路沿い」で「シネコン」が多い。 

 

 

２．興行場の営業 

（１）１日の営業時間 

図－１２ 営業形態別施設割合及び営業形態別１日の営業時間の施設構成割合 

営業形態別の 1 日の営業時間割合で「単独館」は「10～13 時間未満」が 61.1％で最も多く、

次いで「13～16 時間未満」が 13.9％となっている。「シネコン」は「13～16 時間未満」が 87.2％

で最も多く、次いで「16～19 時間未満」が 6.0％となっている。「ミニシアター」は「10～13

時間未満」が 66.7％で最も多く、次いで「13～16 時間未満」が 30.3％となっている。「シネコ

ン」の営業時間が長い。また、「19 時間以上」営業している割合が高いのは「単独館」で 6.9％

となっている。 

商業地区
44.7%

住宅地区
1.6%

工場・オ

フィス街
2.8%

複合施設

内
43.9%

郊外の幹

線道路沿

い
5.7%

その他
0.4%

不詳
0.8%

商業地

区

住宅地

区

工場・オ

フィス街

複合施

設内

郊外の

幹線道

路沿い

その他

その他 1.8% ‐ 14.3% 2.8% ‐ ‐

ミニシアター 23.6% 25.0% 14.3% 4.6% ‐ ‐

シネコン 20.9% ‐ 42.9% 86.1% 92.9% 100.0%

単独館 53.6% 75.0% 28.6% 6.5% 7.1% ‐
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その他, 
2.8%

不詳, 
0.4%

単独館 シネコン ミニシアター その他

19時間以上 6.9% 0.8% ‐ ‐

16～19時間未満 5.6% 6.0% ‐ ‐

13～16時間未満 13.9% 87.2% 30.3% 42.9%

10～13時間未満 61.1% 5.3% 66.7% 57.1%

8～10時間未満 9.7% 0.8% 3.0% ‐

7時間未満 2.8% ‐ ‐ ‐
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③ パソコン未導入の理由 

未導入の理由としては

「費用がかかる」「やり方

がわからない」が共に

30.0％で、「手間がかか

る」が 20.0％となってい

る。 

 
 
３．興行場営業の経営内容 

（１）前年度対比売上高 

① 経営主体 

全施設の売上高割合は「5％以上減少」

が 71.1％で最も多く、次いで「1～4％減

少」が 6.9％となっている。経営主体別

売上高の施設割合で「個人経営」は「5％

以上減少」が 87.5％と最も多く、次いで

「5％以上増加」が 12.5％となっている。

「株式会社」は「5％以上減少」が 73.5％

と最も多く、次いで「1～4％減少」が6.5％

となっている。「有限会社」は「5％以上

減少」が 58.3％と最も多く、「1～4％増

加」「1％未満の増減」「1～4％減少」が共

に 8.3％となっている。 

 

 

② 営業形態 

営業形態別売上高の施設割合で「単独

館」は「5％以上減少」が 66.7％と最も

多く、次いで「1～4％減少」が 9.7％と

なっている。「シネコン」は「5％以上減

少」が 83.5％と最も多く、次いで「5％

以上増加」「1～4％増加」が共に 3.0％と

なっている。「ミニシアター」は「5％以

上減少」が 36.4％と最も多く、次いで「1

～4％減少」が 18.2％となっている。 

 

 

図－１８　パソコン導入していないの理由（複数回答）

10.0%
30.0%

20.0%
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図－１９　経営主体別売上高の施設割合
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１％未満の増減 4.5% ‐ 4.7% 8.3% ‐

１～４％増加 3.3% ‐ 2.3% 8.3% 20.0%

５％以上増加 5.7% 12.5% 5.6% ‐ 10.0%
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図－２０　営業形態別売上高の施設割合
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Ⅲ 興行場営業（映画館）の経営改善の方策 

 
１．興行場営業の「振興指針」の紹介 

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律(昭和 32 年法律第 164 号)第 56 条の

２第１項の規定に基づき，興行場営業の振興指針(平成 16 年厚生労働省告示第 63 号)の全部を

次のように改正されている。以下で、「振興指針」の抜粋を要約する。 

 

【要約】 

第１ 営業の振興の目標に関する事項 

一 興行場営業を取り巻く環境 

興行場営業の施設数及び入場者数は，昭和 30 年代半ばのピーク時から平成７，８年頃にかけ

て，娯楽の多様化により、長期間減少傾向にあったが，近年郊外地域を中心とした複数のスク

リーンを有する映画館(以下「シネマコンプレックス」)の増加等により，スクリーン数は，漸

増傾向にある。しかし、シネマコンプレックスの増加により、競争の激化を招き既存の単独ス

クリーンの映画館（以下「単独館」）の閉鎖が相次いでいる。また、スクリーン数の減少により、

客単価が減少してきている。 

 

二 今後 5 年間における営業の振興の目標 

興行場営業は，一時に不特定多数の利用者を密閉性の高い施設に長時間収容して行うという

営業形態上の特殊性から快適で安全な環境を維持しなければならない。また、多様化した娯楽

との差別化のために大画面の迫力と飲食等付属的なサービス提供をしていかなければならない。 

配給等の全デジタル化により、配給映画のデジタル化が予想され、これらの対応が迫られて

いる。また、原材料価格の高騰や金融危機に伴う世界経済状況の予想される中で、顧客の安定

確保が迫られている。 

各営業者は，これらの事項を十分に認識し，衛生水準の向上，経営改善等に積極的に取り組

むことにより，自己経営能力に適合した経営規模又は営業形態を実現することを目標とすべき

である。 

 

第２ 興行場営業の振興の目標を達成するために必要な事項 

一 営業者が取り組むべき事項 

(一)衛生水準の向上に関する事項 

営業者は、自館の営業形態，施設及び設備等に応じた，快適な温度及び空気環境の確保，

トイレ等の清掃の徹底，衛生教育の充実による従業員の資質の向上等衛生水準の維持向上

のためのサービスの充実・強化を図り，利用者が清潔かつ衛生的な環境で快適に映画を楽

しめるよう衛生管理に努めるものとする。特に，従業員の健康管理に十分留意し，従業員

に対する衛生教育及び監督指導に当たることが必要である。 

営業者は，消防法(昭和23年法律第186号)等の関係法令を踏まえた非常口表示等の措置を

講じ，従業員の安全教育の徹底を図るとともに，地域との連携を密にした防災・避難対策

や上映前の入場者に対する適切な情報提供を行うことが必要である。 
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２．興行場営業（映画館）の経営改善のポイント 

（１）経営の動向 

 

昭和 33 年に映画館の入場数が約 11 億人を記録し、映画産業の最盛期を迎える。しかし、

昭和 38 年にテレビが 1,500 万世帯に普及し、映画館への入場者が激減する。それに伴い、映

画館の数は平成 5 年にかけて最盛期の 7,457 館（昭和 35 年）から 1,734 館まで減少を続けた。 

その要因の１つとして、映画の配給を一定の期間をおいて別の映画館へ振り分ける制度は、

大手映画会社の系列により支えられていたがレンタルビデオの普及により、その営業形態が

形骸化した結果である。 

シネコンは、ショッピングセンターやアウトレットモールの増加に伴い数を増やしている。

シネコンの増加は映画館数を増やすために貢献しているが、映画コンテンツ不足を引き起こ

している。そのため、単独館やミニシアターへ今まで配給されていた映画コンテンツがシネ

コンで上映し、単独館やミニシアターへの入場者数にも影響を与えている。 

大手映画配給会社の媒体のデジタル化や３Ｄ作品の登場により、映画館は今後新たな設備

導入が必要となっている。 

映画館は配給映画のヒットによって支えられており、ヒット作品の有無により、収益が左

右されやすい構造でもある。 
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図－８５　昭和３２年から平成２３年までの映画館数と入場者・鑑賞人口の推移
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② 課題 

経営の問題と方針から課題を抽出する。 

ⅰ．全体の課題 

全体の課題を整理するために、全体の経営上の問題点と今後の方針を図－87、図－88 に

示す。 

 

図－８７ 全体の経営上の問題点 

 

図－８８ 全体の今後の方針 

 

全体の経営上の問題点と今後の方針より課題を考える。 

 

全体の課題としては、「新規顧客の開拓」、「リピーターの開拓」、「従業員教育」、「就業規

則整備」、「設備資金調達」である。 

図―８９ 全体の課題 

客数の減少 

施設・設備

の老朽化 

新しい映像技術の導入

接客サービスの充実

施設・設備の改装 

広告・宣伝等の強化 

飲食メニューの工夫 

感謝デーなどの行事の開催

営業時間の変更 

新規顧客の
開拓 

リピーターの
開拓 

設備資金 
調達 

従業員教育

就業規則 
整備

問題 方針 課題 
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ⅱ．単独館 

単独館の課題を整理するために、全体の経営上の問題点と今後の方針を図－90、図－91

に示す。 

図－９０ 単独館の経営上の問題点 

 
図－９１ 単独館の今後の方針 

 
単独館の経営上の問題点と今後の方針より課題を考える。 

 

 
 

単独館の新たな課題として、「付加サービスの提供」と「関連商品の販売」が追加された。 

 

図―９２ 単独館の課題 

客数の減少 

施設・設備の 
老朽化 
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ⅲ．シネコン 

シネコンの課題を整理するために、全体の経営上の問題点と今後の方針を図－93、図－

94 に示す。 

図－９３ シネコンの経営上の問題点 

 
図－９４ シネコンの今後の方針 

 
シネコンの経営上の問題点と今後の方針より課題を考える。 

 

 
シネコンの新たな課題として、「ムダの削除」と「施設稼働率の見直し」が追加された。 

 

 

図―９５ シネコンの課題 
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ⅳ．ミニシアター 

ミニシアターの課題を整理するために、全体の経営上の問題点と今後の方針を図－96、

図－97 に示す。 

図－９６ ミニシアターの経営上の問題点 

 

図－９７ ミニシアターの今後の方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ミニシアターの経営上の問題点と今後の方針より課題を考える。 

 

ミニシアターの課題として、単独館及びシネコンで追加された「ムダの削除」、「付加サ

ービスの提供」、「関連商品の販売」と新たに「得意分野の強化」が追加された。 

図―９８ ミニシアターの課題 
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